
第 1 章  序 論  

 

1-1．  研究背景  

斜面災害は，国土の 7 割以上を山地が占める我が国において，日常的な災害であるとい

える。実際，国土交通省白書（平成 24 年度版）によれば，平成 14～24 年の間に発生した

多大な被害を与えた斜面災害は，年平均で約 1,000 件以上１）となっている。このような斜

面災害としては，「地すべり」・「土石流」・「斜面崩壊（崖崩れ）」・「落石」などが

主要な災害といえる。斜面災害は，山地斜面から土塊・岩塊が移動する現象であり，山間

部であればどこでも発生する危険性を秘めている。ここで，一般的な話題に挙がる斜面災

害としては，「地すべり」・「斜面崩壊」・「土石流」がある。これらの災害は，人々が

日常的に活動する「生活の場」で発生した災害であり，多くの人命に関わる災害として認

識されている。人間の活動には，「生産活動の場」や「居住の場」など位置が固定化され

る「生活の場」（位置不動）と，物資・人や情報等が移動する「移動の場」が必要である。

特に，近年の異常気象などから広域災害が多発しており，「生活の場」における斜面災害

対策として種々の対応がなされ，相応の効果が得られている。「移動の場」における斜面

災害対策は，1968 年の飛騨川バス転落事故を契機に，道路・鉄道における線構造物につい

て防災点検などを実施することで危険箇所の抽出などが進められている２）。  
 我が国における落石災害は，主として「移動の場」である道路・鉄道で発生している。

道路・鉄道は，日本の地形・地理的条件から山間部谷底付近に構築されていることが多く，

特に施設延長から言えば道路総延長 1,272,000Km，鉄道総延長 28,000Km であり，施設が敷

設されている諸条件などを考慮するならば，道路が鉄道の数倍以上の割合で落石の危険性

があるといえる。このように道路は，山間部での施設延長が長く落石災害の危険性が高い

が，道路における落石災害の現状については詳細が不明であるといえる。このため，国土

交通省を始めとする各機関では，道路防災点検などで実情調査を実施し，落石被害履歴状

況，斜面特性などから落石災害の危険箇所の把握に努めている。しかしながら，道路にお

ける落石災害は後を絶たず，交通障害等が発生し被災記録に残るものを集計しても年間

2,000 箇所程度あると言われている。これらの落石災害については，落石現象自体が局所

的な災害であるため，直接的被害総額から見るとそれほど高額とはならない。しかしなが

ら，発生数と通行障害による迂回損失等の間接的損失（救急活動の遅延など間接的な人的・

物的損失を含む）を考慮するならば，かなりのリスクを有する災害と考えるべき災害とい

える。  
斜面災害においては，「地すべり」・「斜面崩壊」・「土石流」などの災害について「生

活の場」付近における危険箇所の抽出が「土砂災害防止法」などにより進められ，着実に

直接・間接的対策が行われつつある。それら「生活の場」の落石においては，「斜面崩壊

（崖崩れ）」と対となって急傾斜事業として対応されている。しかし，「移動の場」にお

ける落石対策は，落石災害の突発性（誘因の多様性）や発生源が予測困難（斜面全体への

確認が困難）や対象区間の延長が長い割に直接的な受益者が少ない（費用対効果）などの

理由で，対応が遅れているのが現状である。  
 落石災害に関する調査としては，全国一様に行われている「道路防災総点検」がある。

この調査は，専門技術者が一定の地形条件（表 1-1 参照）を示す斜面（切土のり面を含む）
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について，予め選定された要因ごとに評価を加え危険性を判定する手法を採用している。  
表 1－1．道路防災点検に用いる評点表２）  

 
また，調査の際には，過去の被災履歴なども参考にするように定められている。しかしな

がら，上述したように落石災害については，重大な被災事例のみが記録されていることが

多く，軽微な被災に関しては伝聞程度の記録しかないのが現状である。よって，人的・物

的被害が生じる落石災害が生じた既存箇所のみが危険性を認められ優先されるため，結果
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的に落石対策が後手になるような悪循環が生じている。このため，国道・県道など社会生

活に必要とされる主要な道路に関しては，落石の危険性を事前に把握できるような手法の

確立が要望されている。  
既存の落石箇所における危険度把握，対策工検討などに関する研究はこれまでにされて

いるが，危険性が確認できない区域における落石危険箇所を抽出し，その危険度を想定で

きる手法の研究についてはこれまでに少なく，本研究のきっかけとなった。  
 

1-2．  研究目的  

我が国における道路・鉄道の落石災害は，直接的な人的損失だけではなく，被災箇所が

山間部であることが多く迂回路が少ないなどの条件が考慮されるので，通行障害等による

経済的損失も踏まえるとかなりの損失が生じる災害であると考えられる。また，落石災害

は，事前の兆候がなく突発的に発生するほか，発生源が特定しにくい災害であることも知

られており予防対策が困難な災害である。このような状況から落石災害への予防，減災・

防災対策等を講じるにあたり，落石発生の危険箇所を特定したうえで，災害の危険性を把

握できるようにすることは重要な課題であると考えられる。  
落石被害を受ける保全対象としては，道路・鉄道などの線構造物が大半であり，被災箇

所に比較して被災箇所を含む区間（路線長）が長大であるため，被災箇所ごとの統計的処

理を行うと人命に関わるような被災確率は低くなり，個々に落石対策検討を行うと費用対

効果が小さくなる。これより，対象となる地域で全ての想定される危険箇所について詳細

調査・危険性判定・危険度把握を実施することは，緊急性・重要性・経済性などの観点か

ら合理的ではなく，十分な落石危険性調査を実施できていない。表 1-2 は，岐阜県北部の

山間地域における 5 年間の落石被災箇所について，危険箇所（平成 8 年度道路防災総点検

から抽出した箇所）と，危険性のない箇所のどちらが被災したかを比較したものである。  
表 1-2．岐阜県北部山地における落石発生数と危険箇所種別比較表 3） 4) 
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図 1-1 より国民意識としては，落石災害について道路・鉄道・その他の施設の社会資本に

対して，安心な落石被害防止施設の構築が要望されているといえる。この場合の安心・安

全は，国民が利用する道路・鉄道などの線構造物について，路線全体に渡る安全性向上と

考えられる。道路などの線構造物では，所々で堅固な落石対策工が構築されていてもそれ

ら構造物間で落石災害が生じれば，線構造物の路線全体の機能が一時的に失われる。この

ため効果的な落石対策を検討する場合，広域な地震災害など特殊な被災環境以外を除き，

路線全体の安全性を考慮に入れた落石対策を講じる必要がある。このためには，対象とな

る路線全体に渡る斜面の危険性を把握することが最も重要と考えられる。現在，一般的に

行われている落石対策調査についてまとめると，図 1-2 のようになる。現状での未調査箇

所における落石被害の発生を考慮すると，図 1-2 で問題となるのが，現地調査の実施であ

る。多種多様な地形・地質を示す我が国において，統一した「落石発生源調査」・「落下

岩塊調査」の判定基準を設けることは困難であり，現状として調査・判定ができる数少な

い調査専門技術者が現地調査を行い，落石対策に必要な情報を収集している。このような

状況であるため，全国の広大な斜面から，全ての落石発生源を抽出・判定することは不可

能といえる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-2．落石対策検討の手順  
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そこで，本研究では，線構造物としての道路・鉄道において落石被害の減災・防災対策

を検討するに当たり，未確認落石危険箇所の抽出法等について既存調査法の精度向上を図

れるような調査手法について提案する。  
(1) 提案内容の骨子としては，広大な山岳地帯内に分布する小規模な落石発生源を把握

できるような手法を求める。  
(2) 山地内で落石発生源が集中するような斜面について検討し，落石発生の新たな危険

要因を求める。新たな落石発生要因を求めることで，現状として行われている専門

技術者による落石危険箇所の抽出と落石発生源の把握手法の改善を行い，山地内に

現在も残留する未確認落石危険箇所を把握・減ずる手法を確立する。  
以上のように，対象となる山間地域での未確認落石危険箇所・範囲を把握することで，

落石対策の検討等に資することを研究目的とする。  

1-3．  論文の構成  

 本論文は図 1-3 に示すような流れと概要で構成されている。  
第 2 章は，落石被害の実情と既往の研究について触れ，現状の課題についてまとめる。

本研究では，本州中部の山岳地帯を有する岐阜県周辺における落石災害とその対応につい

てまとめ，落石危険箇所についての調査手法についての現状と問題点についても触れる。

落石危険箇所における落石調査は，「いつ」，「どのようなものが」の観点から判定する

ことが難しいため，落石調査後に未調査部分からの落石が発生しているのが現状である。  
既往の研究としては，落石被災箇所について，最近利用されるようになったシミュレー

ションについてまとめるとともに，利用される落石シミュレーションが落石発生箇所に多

く利用され，新規の落石危険箇所にあまり活用されていない問題点についても述べる。ま

た，これらの落石対策手法に利用される地形図として，近年精度向上が著しい詳細地形図

データの利用と問題点についても述べる。  
第 3 章は，本研究の課題である落石危険箇所の特定と評価に関する研究成果について述

べる。一般的に活用されている「防災点検手法」では落石因子の不足が認められ，調査精

度に関わることとなるため，個々の落石因子が影響し合った結果としての落石要因につい

て検討する。そのような不足した落石要因については，以下のような要因を提案する。  
①  地形解析による斜面内の落石発生源の特定手法の研究。  
②  新たな落石要因である「侵食量」  
③  地形解析による「谷分布率」  
この「侵食量」，「谷分布率」については，既存の落石危険箇所のデータや落石被災箇

所データなどを用いて，その有効性について検討し，その結果について述べる。  
第 4 章は，落石発生因子と認識されている樹木の風振動について研究した結果を述べる。

風振動は，以前から落石因子として認識されてきたが，振動測定法などが確立しておらず

防災点検などにも因子として評価対象になっていない。しかしながら，小径の落石の多く

は，降雨や地震などの原因が明確な因子に関係なく災害が発生しているのが現状である。

この多くは，風による樹木の振動が原因と考えられている。よって，土砂地盤・薄い表土

に覆われた岩盤において地盤振動を計測し，その特徴についてまとめる。  
第 5 章は，本研究で得られた「落石発生源位置図」や「山地侵食量図」などを活用し，

道路防災点検に活用している事例や方法についてまとめる。これは，本研究の目的でもあ

る落石危険箇所の特定に役立てる目的で提案した結果であり，実施区域では新たな落石危
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険箇所の抽出に寄与している。このような落石調査の精度向上に役立つ研究成果について

述べる。  
第 6 章では，本研究で得られた新たな落石要因についてまとめた結論と，今後の落石調

査などへの展望について述べる。  
 
【論文構成】  
 

第 2 章；落 石 被 害 と 落 石 調 査 ・ 対 応 の 現 状 
 
 
 

落石対策シミュレーション        落石調査等に利用する詳細地形図  
 
 

第 3 章；落石発生要因の見直しと落石調査との関係 
 
 
 

落石発生源の特定法       新たな落石多発要因  
 
 
 

    斜面勾配と露岩       山地侵食量    谷分布率  
 
 

第 4 章；新 た な 落 石 発 生 因 子 と 調 査 手 法 
 
 
 

樹木振動と地盤振動の計測  
 
 

土砂地盤についての特性     岩盤部についての特性  
 
 
 

第 5 章；研 究 成 果 の 活 用 に つ い て 
 
 

落石発生源位置図を用いた調査  
 
    山地侵食量図を用いた落石区間設定  
 
           詳細地形図を用いた落石区間設定  

 
 
 

第 6 章；研 究 の 結 論 
 
 

図 1-3．論文の構成と概要  
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